
 

第４回 予算決算常任委員会（予算） 
 

日 時：令和７年９月２２日（月） 

午前９時３０分～ 

場 所：下呂庁舎３－１会議室 

 
１ 委員長あいさつ 

 

２ 市長あいさつ 

 

３ 議長あいさつ 

 

４ 付託案件 

 

(１)議第 86 号 令和７年度下呂市一般会計補正予算(第７号) ……………………【まちづくり推進部】 

(２)議第 87 号 令和７年度下呂市国民健康保険事業特別会計(事業勘定)補正予算(第３号) 

…………………………………………………………………………【市民保健部】 

(３)議第 88 号 令和７年度下呂市後期高齢者医療特別会計補正予算(第２号) …【市民保健部】 

(４)議第 89 号 令和７年度下呂市介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)補正予算(第１号) 

…………………………………………………………………………【福 祉 部】 

(５)議第 90 号 令和７年度下呂市介護保険特別会計(保険事業勘定)補正予算(第１号) 

…………………………………………………………………………【福 祉 部】 

(６)議第 91 号 令和７年度下呂市国民健康保険事業特別会計(診療施設勘定)補正予算(第３号) 

…………………………………………………………………………【市民保健部】 

(７)議第 92 号 令和７年度下呂市下呂財産区特別会計補正予算(第１号) ………【地域振興部】 

(８)議第 93 号 令和７年度下呂市学校給食費特別会計補正予算(第１号) ………【教育委員会事務局】 

(９)議第 94 号 令和７年度下呂市水道事業会計補正予算(第１号) ………………【上下水道部】 

(10)議第 95 号 令和７年度下呂市立金山病院事業会計補正予算(第１号) ………【市民保健部】 

 

【資 料】  

○議第86～95号 令和７年度９月補正の概要について ………………………Ｐ２【まちづくり推進部】 

○議第86～95号 令和７年度９月補正予算における人件費について ………Ｐ９【総 務 部】 

○議第86号   基金の創設・廃止について …………………………………Ｐ10【まちづくり推進部】 

○議第86号   令和７年度森林環境譲与税の使途について ………………Ｐ11【農 林 部】 

○議第86号   観光振興団体活動事業助成費及び観光客誘致対策事業について 

…………………………………………………………………Ｐ12【観光商工部】 

○議第86号     令和７年度普通交付税算定調書 ……………………………Ｐ16【まちづくり推進部】 
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【令和７年度９月補正】

（単位：千円）

当初予算 補正前の額 補正額 補正後の額 議案番号 補正号数 繰越 債務負担  当該年度調書 地方債  現在高調書

一般会計 22,550,000 22,698,055 1,169,324 23,867,379 議第86号 ７号 — ○ ○ ○ ○

国民健康保険事業特別会計（事業勘定) 3,351,270 3,351,580 42,445 3,394,025 議第87号 ３号 — — — — —

後期高齢者医療特別会計 672,940 673,591 19,063 692,654 議第88号 ２号 — — — — —

介護保険特別会計(介護サービス事業勘定） 319,780 319,780 21,694 341,474 議第89号 １号 — — — ○ ○

介護保険特別会計(保険事業勘定） 3,672,440 3,672,440 119,370 3,791,810 議第90号 １号 — ○ ○ — —

国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定） 224,330 225,177 38,095 263,272 議第91号 ３号 — — — ○ ○

下呂財産区特別会計 4,100 4,100 1,134 5,234 議第92号 １号 — — — — —

学校給食費特別会計 149,180 149,180 7 149,187 議第93号 １号 — — — — —

8,394,040 8,395,848 241,808 8,637,656

水道事業会計 2,086,104 2,086,104 2,438 2,088,542 議第94号 １号 — ○ ○ — —

下水道事業会計 2,798,983 2,798,983 2,798,983 — — — — — — —

下呂温泉合掌村事業会計 322,748 322,748 322,748 — — — — — — —

金山病院事業会計 1,474,481 1,474,481 0 1,474,481 議第95号 １号 — — — ○ ○

6,682,316 6,682,316 2,438 6,684,754

37,626,356 37,776,219 1,413,570 39,189,789

※ 企業会計の予算額（当初・補正）は、収益的支出と資本的支出の合算額。

特　別　会　計　小　計

企　業　会　計　小　計

合　　　　　　　　　　　計

補　正　予　算　総　括　表 ９月定例会　補正予算資料

令和７年９月２２日　財務課

会　計　名　称
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主な予算補正内容
【一般会計】
１．通常の事務事業にかかる補正

担当課

① 296 千円 議会総務課

② 682 千円 人事課

③ 2,684 千円 萩原振興事務所

④ 9,699 千円 林務課

⑤ 129,590 千円 商工課

⑥ 11,771 千円 地域振興課

⑦ 50,000 千円 プロモーション課

⑧ 13,849 千円 企画課

⑨ 110,000 千円 財務課

⑩ - 千円 デジタル課

⑪ 400 千円 地域振興課

⑫ - 千円 萩原振興事務所

⑬ 14,042 千円 小坂振興事務所

⑭ 328 千円 金山振興事務所

⑮ △ 5,676 千円 企画課

⑯ 4,191 千円 まちづくり推進課

⑰ 268 千円 危機管理課

⑱ 4,307 千円 税務課

⑲ 912 千円 市民サービス課

⑳ 1,106 千円

㉑ 240 千円

㉒ 4,648 千円 高齢福祉課市立老人ホーム施設整備事業 あさぎりサニーランド　老朽化したナースコール購入費の増額

障がい者福祉臨時事務事業 令和６年度特別障害者手当等給付費国庫負担金の精算による返還金12
令和６年度地域生活支援事業費等国庫補助金の精算による返還金50
令和６年度障害者医療費国庫負担金の精算による返還金879
就労選択支援の開始に伴うシステム改修委託料の増165

社会福祉課 (国)地域生活支援事業費補助金82

重度身体障がい者介助用自
動車購入等助成事業

介助用自動車購入等助成事業補助金の増額(1件→2件) (県)重度身体障がい者介助用自動車購入等助成
事業補助金120

賦課徴収諸経費臨時 地方自治体システム標準化対応機器(プリンター、圧着機)購入費の増

戸籍住民事務費臨時 地方自治体システム標準化対応機器(プリンター等)購入費の増

デマンドバス運行事業 デマンド金山循環線の運行見直し(9月末までの運行から3月末までの運行)によ
る運行委託料の増額

防犯カメラ整備事業 補助金交付申請件数増による増額

小坂地域地域振興事業臨時 旧湯屋小学校解体工事設計見直し業務委託料の増322
旧湯屋小学校プール解体工事費の増13,720
岐阜県市町村支援補助金不採択による財源更正

(県)岐阜県清流の国ぎふ推進補助金△2,000

交通対策諸経費臨時 JR下呂駅自由通路橋上駅舎化他調査設計業務委託料の補正に伴い、都市計画決
定手続き支援業務委託料の減額

(繰)地域振興基金繰入金△5,000

地域振興推進事業 地域振興補助金の増額(5件→7件)

萩原地域地域振興事業 クラウドファンディング寄附金充当による財源更正 (寄)クラウドファンディング事業600

道の駅施設維持補修費 物価高騰による飛騨金山ぬく森の里温泉の温水ヒーター修繕工事費の増額

アートプロジェクト基金費 芸術祭開催に向けた積立金の増(基金の新設)

庁内情報化推進諸経費臨時 国庫補助金交付決定による財源更正 (国)児童手当補助金149

アートプロジェクト事業 アートプロジェクト負担金の増 (県)文化を切り口とした地域活性化事業補助金2,500

下呂駅周辺エリア整備事業 JR下呂駅自由通路橋上駅舎化他調査設計業務委託料の増 (繰)温泉地再開発基金繰入金13,849

移住定住促進事業 岐阜県移住相談会への参加旅費の増額231
移住促進住宅購入費等助成事業補助金の申請件数見込増による増額9,540
Ｕターンおかえり奨励金の申請件数見込による増額2,000

(県)岐阜県空き家利活用事業補助金1,933

市有林造林事業 間伐整備業務の施業区域追加(夏焼ソブケ谷、宮地カヤノ)による委託料の増額
森林環境譲与税の充当による財源更正(基金繰入金を減額)

(県)環境保全林整備事業補助金4,476
(繰)ふるさと農林水産基金繰入金△3,504

総務一般管理諸経費（人事分） 観光庁派遣職員新規宿舎借上に係る経費の増額
星雲会館（萩原庁舎）等管理費臨時 物価高騰による星雲会館エレベータリニューアル工事費の増額1,595

部品製造中止に伴う見直しによる高圧受電設備改修工事費の増額1,089

ふるさと寄附金推進事業 ふるさと寄附金額10億２千万円→12億６千万に上方修正。返礼品等必要経費の
増額126,716
　報償費(返礼品)77,600、郵便料1,411、運搬料9,892、手数料1,215
　事務委託料10,560、ポータルサイト使用料25,730外
クラウドファンディング実施による経費の増2,874
　報償費(返礼品)1,774、事務委託料261、ポータルサイト使用料671外

(寄)ふるさと寄附金126,716
(寄)クラウドファンディング事業2,874

令和７年度　９月補正予算（議第86～95号）の概要
令和７年９月２２日　予算決算常任委員会

内　　　　容 予算の増減 備考（特定財源等）

議会活動費臨時 議場カメラ・マイク操作室のエアコン取替費の増
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担当課

㉓ 763 千円

㉔ △ 3 千円

㉕ 39,600 千円

㉖ 6,239 千円 市民サービス課

㉗ 3,686 千円

㉘ △ 9,940 千円

㉙ 196 千円

㉚ 323 千円

㉛ 994 千円

㉜ 149 千円 市民サービス課

㉝ 1,413 千円 健康課

㉞ 1,200 千円 医療対策課

㉟ 6,642 千円 小坂診療所管理課

㊱ 19,953 千円

㊲ 961 千円

㊳ 6,391 千円

㊴ 113 千円

㊵ 716 千円

㊶ 914 千円

㊷ 2,841 千円

㊸ 401 千円

㊹ 2,910 千円 商工課

㊺ △ 1,359 千円 農務課

㊻ 3,871 千円 財務課

㊼ 2,933 千円

㊽ 29,291 千円

㊾ - 千円

㊿ 8,793 千円

51 5,000 千円

52 43,344 千円

53 102,626 千円

宿泊税活用事業基金費 観光客の受入環境整備等のための積立金の増(基金の新設)
　　温泉地再開発基金からの積替え30,311
　　公共事業基金に積立予定の駐車場使用料13,000、基金利息33の振替え

財務課 (使)駐車場使用料13,000
(財)温泉地再開発基金利子32
(繰)温泉地再開発基金繰入金30,310

入湯税活用事業基金費 温泉の保護活用、宣伝誘客事業等のための積立金の増(基金の新設)
　　公共事業基金からの積替え80,626
　　公共事業基金に積立予定の入湯税の振替え22,000

(繰)公共事業基金繰入金80,626

観光振興団体活動事業助成費 クラウドファンディングの寄附に伴い下呂温泉まつり負担金を増額1,693
農山漁村振興交付金を受けて実施する農泊事業への支援2,102
岐阜未来遺産に認定された小坂の観光プログラムの県補助事業対象外分を支援
3,000
「いでゆ朝市」施設修繕事業への支援1,998

観光課 (寄)クラウドファンディング事業1,693
(繰)温泉地再開発基金繰入金1,998

観光客誘致対策事業 団体旅行客の増加に伴うコンベンションビューロー負担金の増額

森林所有者意向調査等業務委託料(蛇之尾)の増 (繰)森を育て活かす基金繰入金19,967

県単林道改良事業 林道椹谷線橋梁改良事業の現地踏査による委託料の増額に伴う工事費からの組
替え　委託料1,063　工事費△1,063

間伐未利用材搬出促進事業 搬出量の増加に伴う間伐未利用材搬出促進事業補助金の増額 林務課

森林経営管理事業

機構集積支援事業 出席会議の精査及び先進地視察の実施による旅費の減額　外 (県)農業委員会費補助金△2,018

ふるさと農林水産基金費 立木竹売払収入及び団体等精算金の積立て (財)立木竹売払収入3,686 (諸)団体精算金183

雇用促進奨励事業 申請件数見込の増による就職奨励金の増額

クリーンセンタートラックスケール センサー取替工事費の増

環境衛生施設整備事業 次期クリーンセンター建設候補地選定委員会開催に係る経費の増

健康診査費 大腸がん検診受診勧奨に係る経費(印刷製本費、郵便料)の増額

火葬場管理運営費臨時 浄郷苑ネットワーク環境整備委託料等の増 環境施設課

ごみ処理施設管理運営費臨時

令和６年度新型コロナワクチン接種に係る国庫負担金及び国庫補助金の精算による返還金

保健事業諸経費臨時 令和６年度感染症予防事業費等国庫補助金の精算による返還金

予防接種事業 帯状疱疹ワクチン接種見込数の増に伴う委託料の増額 健康課

予防接種事業臨時 令和６年度感染症予防事業費等国庫補助金の精算による返還金

感染症緊急対策事業

医療対策事業 新たな岐阜県医学生修学資金(地域医療コース)貸付決定に伴う県負担金の増額 (繰)医師確保事業基金繰入金1,200

国民健康保険特別会計(診療
施設勘定)繰出金

検査技師雇用経費、検診検体検査・遠隔画像診断委託料及び胃カメラ修繕料等
の増額による繰出金の増額

年金生活者支援給付金事務費 令和７年度税制改正対応システム改修委託料の増 (国)年金生活者支援給付金事務費交付金149

保健衛生諸経費 職員の産休・育休取得に伴う会計年度任用職員雇用経費(1名)の増

保育所公設民営事業 金山病児保育事業を委託業務(3020117子ども･子育て支援事業)から指定管理事業へ切替え こども家庭課 (国)子ども･子育て支援交付金3,314 (県)3,314

児童手当給付費臨時 令和６年度児童手当交付金(国)及び児童手当負担金(県)の精算による返還金 市民サービス課

児童扶養手当給付費臨時 令和６年度児童扶養手当給付費国庫負担金の精算による返還金

母子生活支援施設入所事業 入所世帯人員及び入所期間の長期化に伴う入所負担金の増 こども家庭課 (国)母子生活支援施設費負担金2,295　(県)1,147

子ども・子育て支援事業 金山病児保育事業を委託業務から指定管理事業(3020409保育所公設民営事業)へ切替え (国)子ども･子育て支援交付金△3,314 (県)△3,314

認知症対応型共同生活介護施設の新設に係る補助金の増 (県)地域密着型サービス等整備助成事業補助金39,600

福祉医療費助成事業臨時 令和６年度福祉医療費助成事業県補助金の精算による返還金

介護保険特別会計（保険事
業勘定）繰出金

令和６年度低所得者保険料軽減負担金の追加交付による繰出金の増額 高齢福祉課

介護保険特別会計（介護
サービス事業勘定）繰出金

高圧受電設備改修工事費の減額による繰出金の減額

地域密着型サービス等整備助成事業

内　　　　容 予算の増減 備考（特定財源等）
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担当課

54 - 千円

55 - 千円

56 △ 29,800 千円

57 △ 59,600 千円

58 △ 1,192 千円

59 △ 14,700 千円

60 - 千円 企画課

61 4,719 千円

62 283 千円

63 - 千円

64 372 千円

65 △ 3,131 千円

66 73,000 千円 財務課

67 587 千円 教育総務課

68 457 千円 文化財課

69 △ 1,118 千円 教育総務課

70 911 千円 まちづくり推進課

71 1,952 千円 教育総務課

72 363 千円 農務課

73 86,000 千円

74 6,282 千円

２．債務負担行為にかかる補正
担当課

① 　　令和８年度　 　 84,000千円 建設課

　　　　内　　　容（事業名・期間・限度額） 備　　　　　考

過年補助災害復旧工事

現年市単災害復旧事業 ８月９日～12日の豪雨により被災した市道大垣内～無数原線災害復旧工事費の増
6,282

(繰)災害対策基金繰入金6,282

建設課

給食センター施設維持補修費 北部給食センター送風機Ｖベルト取替工事費の増額1,040千円
施設等修繕料の増額912千円

県営農業施設災害復旧事業 令和６年５月27日から29日の豪雨により被災した川西南部頭首工災害復旧事業
における県負担金の増

(分)農業施設等災害復旧費分担金272

現年補助災害復旧事業 ６月23日から26日の豪雨により被災した市道門坂５号線災害復旧工事費の増
56,000
７月９日から10日の豪雨により被災した普通河川 大洞谷(宮地)災害復旧工事費の
増20,000
７月９日から10日の豪雨により被災した普通河川 ノボリオ谷(御厩野)災害復旧工
事費の増10,000

(国)公共土木施設災害復旧費負担金57,362
(繰)災害対策基金繰入金△19,962
(市債)現年発生補助災害復旧事業48,600

中学生姉妹都市交流事業 ケチカン市派遣中止による日本語指導員雇用費用(1名)の減額、海外派遣事務を
行う会計年度任用職員雇用経費(1名)の増額

グラウンド等管理運営費 あさぎりスポーツ公園サッカーゴール購入費の増　2組

小学校管理運営費臨時 馬瀬小学校シロアリ消毒委託料の増

文化財保存修理事業助成費 市指定文化財修復事業1件及び市指定天然記念物回復事業1件による補助金の増

コミュニティ助成事業不採択による補助金の減　4件△5,400
全国瞬時警報システム購入費の増2,269

(市債)緊急防災・減災事業債2,200
(諸)コミュニティ助成事業助成金△5,400

災害対策基金費 頻発する災害に備えるための基金積立て(令和６年度取崩し相当分)

災害対策諸経費 自主防災組織支援補助金の増額429　外 危機管理課 (国)自衛官募集事務委託金24

災害対策諸経費臨時

故障による北消防署洗濯機、及び小坂分署救急車携帯電話の購入費等の増

消防団員被服費 国庫補助金不採択、助成金交付決定による財源更正 (国)消防団設備整備費補助金△656
(諸)消防団員安全装備品整備事業助成金490

都市再生整備事業 企業版ふるさと寄附金充当による財源更正 (寄)企業版ふるさと寄附金500

消防本部諸経費 山林火災消火用資機材、水難救助用資機材(ラフトボード)購入費の増4,472
ラフトボード講習委託料の増194
カーナビのテレビ受信機能撤去費用の増6台分　53

消防総務課

北消防署諸経費

市道除雪対策費 国庫補助金交付決定による財源更正 建設課 (国)防災・安全交付金△9,000

道路メンテナンス事業 国庫補助金交付決定による財源更正 (国)道路メンテナンス事業補助金△5

社会資本整備総合交付金事業

防災・安全交付金交通安全事業 国庫補助金交付決定に伴い事業見直しによる減額(四美線路側カラー舗装工工事
費の減、萩原花池線歩道整備事業電柱移設補償費の増)

(国)防災・安全交付金△684
(市債)過疎対策事業債△900

社会資本整備総合交付金事業 国庫補助金交付決定及び事業費確定見込みによる減額(森８号線道路改良事業) (国)社会資本整備総合交付金△14,631

国庫補助金交付決定に伴い事業見直しによる減額(和川12号線道路改良事業) (国)社会資本整備総合交付金△14,296
(市債)辺地対策事業債△15,500

防災・安全交付金道路事業 国庫補助金交付決定に伴い事業見直しによる減額(道路舗装修繕) (国)防災・安全交付金△27,171
(市債)過疎対策事業債△32,500

内　　　　容 予算の増減 備考（特定財源等）
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３．歳入及び財政運営にかかる補正
担当課

① 令和７年度予算にかかる財政運営補正

△ 7,821 千円

250,855 千円

② 令和６年度決算による財政運営補正

581,050 千円

290,526 千円

147,436 千円

10,311 千円

175 千円

19,967 千円

③ 1,391 千円 農務課

④ 12,049 千円 社会福祉課

⑤ 511 千円 高齢福祉課

⑥ 20 千円 社会福祉課

⑦ 97 千円 高齢福祉課

⑧ 2,809 千円

⑨ 280 千円

⑩ 3,686 千円 林務課

⑪ 126,716 千円

⑫ 6,093 千円

⑬ 500 千円 企画課

⑭ 80,626 千円

⑮ 46,157 千円

⑯ △ 3,504 千円

⑰ 19,967 千円

⑱ △ 13,680 千円

⑲ △ 5,000 千円

⑳ 1,200 千円

㉑ 2,353 千円 市民サービス課

㉒ 21,371 千円

㉓ 19,205 千円

㉔ 32,103 千円 小坂診療所管理課

介護保険特別会計(保険事業勘定)過年度精算分

特別会計繰入金 国民健康保険事業特別会計(診療施設勘定)過年度精算分

特別会計繰入金 後期高齢者医療特別会計過年度精算分

特別会計繰入金 介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)過年度精算分 高齢福祉課

特別会計繰入金

基金繰入金 森を育て活かす基金繰入金(６年度基金超過分を積み立て、７年度事業に活用）

基金繰入金 災害対策基金繰入金（歳出:現年補助災害復旧事業を充当減）

温泉地再開発基金繰入金
　　事業充当15,847(下呂駅周辺エリア整備事業13,849、観光振興団体
　　　　　　　　　 活動事業助成費1,998)
　　宿泊税活用事業基金へ積替え30,311　　端数調整△1

基金繰入金 ふるさと農林水産基金繰入金（歳出:市有林造林事業を充当減）

企業版ふるさと寄附金 １件分　都市再生整備事業に充当500

基金繰入金 公共事業基金繰入金　　入湯税活用事業基金へ積替え 財務課

基金繰入金

基金繰入金 地域振興基金繰入金(歳出:交通対策諸経費臨時を充当減）

基金繰入金 医師確保事業基金繰入金(歳出:医療対策事業に活用）

ふるさと寄附金 ふるさと寄附金推進事業(歳出)補正額分を計上 商工課

クラウドファンディング事業 下呂温泉まつりに対する寄附　下記事業に充当
　ふるさと寄附金推進事業1,521、観光振興団体活動事業助成費1,693
四美ナリエに対する寄附　下記事業に充当
　ふるさと寄附金推進事業1,353、萩原地域地域振興事業600、
　ふるさと応援基金費926

公売建物１件売払収入

立木竹売払収入 市有林整備(萩原町四美地区)による立木竹売払収入

県支出金 令和６年度岐阜県低所得者保険料軽減負担金追加交付分

土地売払収入 公売地１件、市有地１件の売払収入 財務課

建物売払収入

国庫支出金 令和６年度低所得者保険料軽減負担金追加交付分

国庫支出金 令和６年度特別児童扶養手当事務取扱交付金追加交付分

分担金 川西南部頭首工災害復旧事業分担金 県営農業施設災害復旧事業に272充当

国庫支出金 令和６年度障害者自立支援給付費負担金追加交付分

・財政調整基金費(歳出) 令和６年度決算 実質収支額の1/2以上の法定積立

・馬瀬村水源涵養林造成基金費(歳出) 令和６年度決算に伴う基金繰入超過分積立(積戻し)

　　実質収支額の1/2　490,526千円－当初200,000千円

・ふるさと応援基金費(歳出) 令和７年１～３月ふるさと寄附金収入分及び令和６年度決算に伴う推進事業充当
寄附金超過分積立(積戻し)146,510、クラウドファンディング充当残926の積立

・地域振興基金費(歳出) 令和６年度決算に伴う基金繰入超過分積立(積戻し)

・地方交付税(普通交付税) 交付額確定 7,965,055千円(当初予算 7,714,200千円)

・基準財政収入額　 49,430千円増

・基準財政需要額　300,958千円増（臨財債振替後）

・地方特例交付金 交付額確定(住宅ローン減税減収補てん、定額減税減収補てん)24,000千円→16,179千円 財務課

・繰越金(純繰越金) 令和６年度決算 実質収支額確定981,050千円(当初400,000千円)

・森を育て活かす基金費(歳出) 令和６年度決算に伴う基金繰入超過分積立(積戻し)

内　　　　容 予算の増減 備　　　　考
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担当課

㉕ 183 千円 小坂振興事務所

㉖ 8,996 千円 まちづくり推進課

㉗ 52,191 千円 市民サービス課

㉘ 31,818 千円 こども家庭課

㉙ 469 千円 まちづくり推進課

☆ 財政調整基金の調整  ９月補正(第７号)後繰入総額 758,000千円　　９月補正(第７号)後基金残高見込 4,648,650千円

※繰入額の算出　　　　　758,000千円 ＝　 898,000千円（補正第６号後） ＋ △140,000千円(今回補正予算計上分)

※基金残高見込の算出　4,648,650千円 ＝ 4,218,124千円（補正第６号後） ＋ 290,526千円（今回補正予算積立計上分） － △140,000千円(今回補正予算繰入計上分)

【参考】基金繰入実績（単位；千円）

当初

補正２号 5/20専決

補正３号 6/27定例

補正６号 9/2初日

計

☆ 予備費の調整　９月補正後予備費残高 　30,940千円

※予備費残高の算出　30,940千円 ＝ 23,455千円（8/25現在の予算残高） ＋ 538千円(６号補正予算計上分) ＋ 6,947千円(７号補正予算計上分)

【特別会計】
１ 国民健康保険事業（事業勘定）

① (歳入)保険税本算定による減額　△10,234千円

② (歳入)子ども・子育て支援事業費補助金(国庫)の増額　6,485千円

③ (歳入)保険税減額による国保基金繰入の増額　10,473千円

④ (歳入)令和６年度純繰越金の増額　35,681千円

⑤ 地方自治体システム標準化対応機器(プリンター)購入費の増　239千円

⑥ 子ども・子育て支援金制度創設に伴う国民健康保険税システム改修業務委託料の増額　6,485千円

⑦ 令和６年度決算額の確定による国保基金の積立金増額　4,128千円

⑧ 過年度普通交付金等の返還金　31,593千円

２ 後期高齢者医療

① (歳入)令和６年度純繰越金の増額　15,242千円

② (歳入)後期高齢者医療広域連合過年度精算分　603千円

③ (歳入)子ども・子育て支援事業費補助金(国庫)の増額　3,218千円

④ 子ども・子育て支援金制度創設に伴う後期高齢者医療システム改修業務委託料の増額　3,218千円

⑤ 後期高齢者医療広域連合納付金の増額　13,492千円

⑥ 過年度精算による一般会計繰出金の増額　2,353千円

３ 介護保険事業（サービス事業勘定）

① (歳入)岐阜県介護テクノロジー定着支援事業費補助金の増額　1,294千円

② (歳入)岐阜県高齢者施設等物価高騰対策支援金の増額　432千円

③ (歳入)令和７年度一般会計繰入金の減額　△3千円

④ (歳入)令和６年度純繰越金の増額　21,371千円（居宅予防計画事業分2,869、老健施設分10,668、介護医療院分7,834）

⑤ (歳入)介護サービス施設整備事業債（高圧受電設備改修工事費）の減額　△1,400千円

⑥ 消毒保管庫購入費の増額　831千円（老健施設分560、介護医療院分271）

898,000

850,000

1,000

44,000

3,000

諸収入（民生雑入） 指定管理料過年度精算分(こども園23,769、複合型子ども･子育て支援拠点8,049)

諸収入（教育雑入） 金山リバーサイドスポーツセンター指定管理料過年度精算分

諸収入（総務雑入） 下呂交流会館指定管理料過年度精算分

諸収入（民生雑入） 後期高齢者医療療養給付費負担金過年度精算分

内　　　　容 予算の増減 備　　　　考

諸収入（総務雑入） 団体等精算金 　
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⑦ Wi-Fi環境整備委託料の増額　440千円（老健施設分297、介護医療院分143）

⑧ 介護移乗サポートロボット購入費(2台)の増額　1,728千円（老健施設864、介護医療院864）

⑨ 高圧受電設備改修工事費の減額(次年度見送り)　△2,989千円（老健施設分△1,875、介護医療院分△1,114）

⑩ 過年度精算による一般会計繰出金の増額　21,371千円（居宅予防計画事業分2,869、老健施設分10,668、介護医療院分7,834）

４ 介護保険事業（保険勘定）

① (歳入)令和６年度地域支援事業にかかる国県支出金、支払基金交付金の増額　19,704千円

② (歳入)令和７年度一般会計繰入金の増額　763千円

③ (歳入)令和６年度純繰越金の増額　98,706千円

④ 令和６年度決算額の確定による介護保険基金の積立金増額　43,974千円

⑤ 令和６年度国県交付金超過額による返還金の増額　51,840千円

⑥ 過年度精算による一般会計繰出金の増額　19,205千円

⑦ 債務負担行為：(追加)第10期介護保険事業計画策定　限度額 3,968千円　期間 令和8年度

５ 国民健康保険事業（診療施設勘定）

① (歳入)県生産性向上・職場環境整備等支援事業補助金の増額　200千円

② (歳入)令和７年度一般会計繰入金の増額　6,642千円

③ (歳入)令和６年度純繰越金の増額　32,103千円

④ (歳入)介護サービス施設整備事業債（高圧受電設備改修工事費）の減額　△900千円

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 高圧受電設備改修工事費の減額(次年度見送り)　△1,875千円（小坂診療所分）

⑪ 過年度精算による一般会計繰出金の増額　32,103千円

６ 下呂財産区

① (歳入)令和６年度純繰越金の増額　1,134千円

② 財産区管理運営基金積立金の増額　1,134千円

７ 学校給食費

① (歳入)令和６年度純繰越金の増額　7千円

② 予備費の増額　7千円

【公営企業会計】
１ 水道事業

① (資本的収入)水道管支障移転工事負担金の増　493千円(資本的収入)

② (資本的支出)経営体育成基盤整備事業(下呂農林事務所事業)に伴う水道管移設工事費の増　2,438千円

③ 債務負担行為：(追加)東上田管路耐震化事業(委託)　期間 令和8年度から令和11年度まで　限度額 49,829千円　

④ 債務負担行為：(追加)東上田管路耐震化事業(工事)　期間 令和8年度から令和11年度まで　限度額 616,550千円　

２ 金山病院

① 地方債の追加：病院事業運営資金　限度額180,000千円

② 一時借入金限度額の変更：(補正前)100,000千円　(補正後)200,000千円

病休等職員の代替職員雇用経費(検査技師。会計年度任用職員1名)の増額　1,201千円

件数増による検診検体検査及び遠隔画像診断委託料の増額　4,704千円

故障による胃カメラ修繕料の増額　959千円

在宅酸素機器使用料の増額(馬瀬診療所)　590千円

施設内監視カメラ及び監視記録用パソコン購入費の増額　242千円
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◎令和７年度９月補正予算における人件費について 

■人件費補正額と補正内容（全会計） 

〇会計年度任用職員                                                       単位：千円 

【参考】〇特別職  補正なし                                             単位：千円 
 職員数 報  酬 給  料 職員手当 給与費 計 共済費 人件費 計 

補正前 2,229 150,440 25,920 34,637 210,997 22,409 233,406 
9 ⽉補正 − − − − − − − 
現 計 2,229 150,440 25,920 34,637 210,997 22,409 233,406 

【参考】〇正規職員、再任用職員、任期付職員 補正なし                                        単位：千円 
 職員数 給  料 職員手当 給与費 計 共済費等 退職手当組合負担金 人件費 計 

補正前 627 2,257,190 1,456,630 3,713,820 759,847 285,438 4,759,105 
9 ⽉補正 − − − − − − − 
現 計 627 2,257,190 1,456,630 3,713,820 759,847 285,438 4,759,105 

 

 職員数 報酬(パート) 
（第 1 号） 

給料(フル) 
（第 2 号） 

職員手当 給与費 計 
共済費 

社会保険料 
退職手当 
負担金 

人件費 計 
第 1 号 第 2 号 計 

補正前 298 90 388 508,746 234,155 151,030 893,931 164,196 22,940 1,081,067 
９⽉補正 

（一般第 7 号） 
2  2 332  △169 163 

 
  163 

９⽉補正 
（国保診療第 3 号） 

1  1 1,007  57 1,064 114  1,178 

補正後 301 90 391 510,085 234,155 150,918 895,158 164,310 22,940 1,082,408 
差 3  3 1,339  △112 1,227 114  1,341 

主な補正理由 

(一般第 7 号)管理栄養士の育休代替に伴う任用１名   報酬 1,223 手当 73   
      海外派遣事業等の事務担当だった日本語指導員の任期満了と後任の事務職 1 名の任用に伴う組替減 
      報酬△891、手当△242 
(国保診療第 3 号)検査技師の体調不良時の健診体制維持に伴う代替任用 1 名 報酬 1,007、手当 57、社保 114   

予算決算常任委員会 
令和 7 年 9 ⽉ 22 日 
担当：総務部 人事課 
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１．下呂市アートプロジェクト基金の創設

(単位：円)

２．観光振興に係る基金の再編（既存基金の廃止と新基金の創設）

(1)宿泊税活用事業基金の創設

①温泉地再開発基金【廃止】

(単位：円)

事業充当取崩額（②の内訳）
　・JR下呂駅自由通路橋上駅舎化他調査設計業務　13,849千円【企画課】
　・下呂温泉観光協会補助金（いで湯朝市組合）　1,998千円【観光課】

②宿泊税活用事業基金【創設】

(単位：円)

(2)入湯税活用事業基金の創設

①公共事業基金から入湯税分を分離

(単位：円)

②入湯税活用事業基金【創設】

(単位：円)

102,626,000

公共事業基金(入湯税分) 80,626,000 80,626,000 0

「公共事業基金」に留保されている入湯税分を積み替え、令和７年度に収入する入湯税の一部を積み立てます。

基金名
R6年度末残高① 積立額(9月補正) R7年度末残高

①+②+③公共事業基金からの積替② R7年度入湯税③

入湯税活用事業基金 0 80,626,000 22,000,000

現在「公共事業基金」で管理している入湯税の財源を移し替え、新たに「入湯税活用事業基金」を創設します。

　「公共事業基金」内に留保している入湯税分(R６年度末残高)を、｢入湯税活用事業基金｣に積み替えます。

基金名
R6年度末残高① 取崩額(9月補正) R7年度末残高

①-②入湯税基金への積替②

43,343,167

基金名
R6年度末残高

①

積立額(9月補正)
R7年度末残高
①+②+③+④温泉地基金から

の積替②
R7年度駐車場使

用料③
利息④

宿泊税活用事業基金 0 30,310,967 13,000,000 32,200

　「温泉地開発基金」からの積替金と併せて、令和７年度に収入する駐車場使用料の一部及び利子を積み立てます。

　9月の補正財源として一部を取り崩し、残金を｢宿泊税活用事業基金｣へ積み替えます。

基金名
R6年度末残高① 取崩額(9月補正) R7年度末残高

①-②-③事業充当② 宿泊税基金への積替③

温泉地再開発基金 46,157,967 15,847,000 30,310,967 0

　既存の「温泉地再開発基金」を廃止し、その財源をもとに、新たに「宿泊税活用事業基金」を創設します。

基金の創設・廃止について

　次年度以降の事業を安定的に実施し、市が徴収する財源を一層有効に活用するため、基金の創設及び廃
止を以下のとおり行います。

　市内で開催する芸術祭の運営並びに作品の制作及び維持管理等関連事業に要する経費の財源に充てるため、
新たに「下呂市アートプロジェクト基金」を設置します。

基金名 R6年度末残高① 積立額(9月補正)② R7年度末残高①+②

アートプロジェクト基金 0 110,000,000 110,000,000

　宿泊税と入湯税の使いみちを、それぞれの目的に沿ってより明確にし、効果的に活用するため、基金を次のように
整理します。

予算決算常任委員会資料

実施月日 ：令和７年９月２２日

担 当 課 ：まちづくり推進部財務課
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譲与税 譲与税 譲与税 譲与税

森林経営管理法による森林所有者への意向調査、境界確認、森林調査等を委託により
実施（乗政ほか約600ha）

44,000 43,990 13,911 13,911 24,941 24,941 82,852 82,842

意向調査業務や経営管理制度による森林整備等事務支援のため、会計年度任用職員を
配置。また、意向調査に必要な事務経費

4,665 4,645 4,665 4,645

意向調査を管理するクラウドシステムの保守料（R8年度から） 0 0 0 0

㋑経営管理制度による森林整備
所有者が市に経営管理を委託した森林(経営管理権取得箇所）について市が間伐を実
施（幸田少ケ野ほか 約140ha）

70,000 65,537 4,463 70,000 70,000

㋒地域森林監理士委託業務 地域森林管理士による意向調査等のアドバイス業務 1,162 895 1,162 895

2010564 ⑱市有林造林事業 ㋫市有林の間伐 市有林の切捨て間伐 7,536 0 8,727 8,727 16,263 8,727

127,363 115,067 13,911 18,374 33,668 33,668 174,942 167,109

6020210 ②谷沿倒木処理事業 ㋓谷沿倒木処理事業 谷沿倒木の処理（玉切り、枝払い、玉積み、運搬）に対する補助 12,000 11,990 12,000 11,990

6020281 ③間伐未利用材搬出促進事業 ㋔間伐未利用材搬出促進事業
災害の未然防止、資源の有効利用（カーボンオフセット）などから間伐未利用材の搬
出経費に補助（R7 CD材1,000円/㎥）

7,000 6,990 2,933 2,933 9,933 9,923

6020225 ④里山林種転換事業 ㋕里山林種転換事業
里山の人工林を伐採後、広葉樹の苗木を植樹して林種転換を図る。（広葉樹の苗木購
入　限度額１０万円）

800 790 800 790

6020285 ⑤森林造成組合支援事業 ㋖森林造成組合活動支援交付金
森林造成組合に対する活動支援（境界明確化、森林内の見回り、林道作業道の点検、
補修等作業や活動に対する支援）※R5 32地区21造成組合　→　R6　48地区28造成組
合

11,507 11,500 11,507 11,500

6020279 ⑥沿道伐採事業 ㋗沿道伐採事業
成長した森林による道路の見通しや日当たりを解消するため、沿線の森林整備を推進
し、生活道路の安全確保や景観の改善を図る　※１箇所実施

19,000 18,990 19,000 18,990

50,307 50,260 0 0 2,933 2,933 53,240 53,193

6020239 ⑦間伐等森林整備推進事業 ㋘自伐林家型造林嵩上補助
自伐林家型地域森林整備事業（県事業）のうち、再造林に対する嵩上げ分（20％）を
補助

132 130 132 130

6020287 ⑧再造林促進事業 ㋙造林嵩上げ補助 国県補助事業の地拵え+植栽、下刈り等事業に対する嵩上げ（5％）補助 36 30 36 30

168 160 0 0 0 0 168 160

㋚作業路開設補助
作業路開設に対する補助　1ｍ当り：15度未満300円　15～25度未満820円　25度以上
1,450円

771 770 771 770

㋛作業路維持補修補助
作業路維持補修に対する補助　500ｍ未満10万円以内/１路線　500ｍ以上　20万円以
内/1路線

2,900 2,890 2,900 2,890

㋜作業路改良補助 作業路の改良に対する補助　30万円以内/1路線 4,200 4,190 4,200 4,190

6020235 ⑩公共森林作業道開設支援事業 ㋝森林作業道嵩上げ補助事業
森林環境保全直接支援事業で実施する作業路開設で、適切な排水処理を実施した事に
対する嵩上げ補助。

5,317 5,300 5,317 5,300

6020325 ⑪治山・林道維持補修費 ㋞林道点検維持管理事業 林道下呂～萩原線の点検、維持管理を委託し、安全管理に努める。 1,045 1,000 1,045 1,000

14,233 14,150 0 0 0 0 14,233 14,150

㋟下呂の森が育んだ木の家推進事業
住宅建築における地域材の利用に対し補助　新築タイプ　1m3あたり20千円、増改築
タイプ　1/3以内の額　事業PRチラシ等　拡充：非住宅を補助対象に追加

29,550 29,540 29,550 29,540

㋠木造住宅担い手育成事業 木造住宅建築に係る資格取得等に対する補助。講習料及び試験料の1/2。 100 90 100 90

6020275 ⑬木製品ふれあい事業 ㋡木製品ふれあい事業
出生時に下呂市産材の木製品をプレゼントし、幼少期から木に触れることで「木の良
さ」に触れ「下呂市の森を思う心」を育む。

2,275 2,265 2,275 2,265

31,925 31,895 0 0 0 0 31,925 31,895

6020261 ⑭下呂の森をはぐくむ人づくり事業 ㋢下呂の森をはぐくむ人づくり事業 森林環境学習等による人材育成（子ども園、小中学校、高校） 2,567 2,517 2,567 2,517

㋣林業・木材産業効率化事業
高性能林業機械のレンタル、リース、林業機械（チェーンソ―等）の購入に対する補
助

3,143 3,133 3,143 3,133

㋤林業技術者担い手育成・確保支援事業 林業技術者講習の受講経費に対し補助 240 230 240 230

㋥林業担い手就学支援事業
林業従事者等育成機関（森林文化アカデミーなど）に入学し卒業後に市内の林業関係
事業体に従事する者に補助　補助率 R6 10/10

986 970 986 970

㋦林業就業移住支援事業
県外及び東京圏外から林業従事者として市内移住者に支援金を補助（県75％　市
25％）

600 150 600 150

㋧森林技術者育成・確保事業 市内及び県内在住者が市内林業事業体へ就業した場合の就業支援補助　600千円／人 1,200 1,200 1,200 1,200

㋨林業法人新規雇用者就学支援事業
新たに雇用した者が岐阜県立森林文化アカデミー（森と木のエンジニア科）に入学
し、卒業までにかかる入学金、授業料、給与等を補助

1,425 1,410 1,425 1,410

6020283 ⑯林業関係協議会活動推進事業 ㋩林業関係協議会活動推進事業
森林整備、木工関係、森林環境教育等の団体が行う人材育成や商品開発等に対する補
助　　補助率2/3　限度額100万円

1,000 1,000 1,000 1,000

11,161 10,610 0 0 0 0 11,161 10,610

(7)基金 6020295 ⑰森を育て活かす基金費 ㋪森を育て活かす基金 森林環境の保全を目的とした森林整備、人材育成と担い手確保及び木材利用の促進と
普及啓発のため積立　　※利息分

0 0 0 0

合計　※（7）基金は含まず 235,157 222,142 13,911 18,374 36,601 36,601 285,669 277,117

譲与税交付額

〔財源〕 19,967 ④９月譲与税充当 16,634

16,634 ⑤９月基金充当 19,967

③ 計 （①＋②） 36,601 ③-④-⑤残額 0

９月補正

事業費

(2)里山整備・
災害防止

(1)間伐等推進

238,776

(6)人材育成・
担い手確保

6020297 ⑮林業技術者育成・確保事業

6020293 ①森林経営管理事業

㋐森林整備意向調査業務

(3)再造林の
　　推進

事業番号 事業名

① ９月補正基金積立額

② ７年度交付金増額分

(4)林道・
　作業道の整備

6020229 ⑨市単作業路等整備事業

(5)木材の利用
促進

6020257 ⑫地域材需要促進事業

当初予算 事業費 事業費

令和７年度　森林環境譲与税の使途（９月補正）

譲与税の
使途

予　算
内容（事業名等） 事業詳細

令和７年度 ６月補正 補正後予算

７年当初 積立 千円 取崩し 0円 残高 18,374千円

７年６補 積立 千円 取崩し 18,374千円 残高 0千円

７年９補 積立 19,967千円 取崩し 19,967千円 残高 0千円

下呂市森を育て活かす基金

予算決算常任委員会（予算）

実施月日 令和７年９月２２日

担当課 農林部 林務課
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農山漁村発イノベーション推進・整備事業（農泊推進型） R7年度 11,500千円 ※２年目

農泊の推進を通して目指すこと

①下呂市内で2泊3日の滞在を実現し、広域連携による周遊滞在の促進につなげる
②地域資源の知名度向上による農産物の売上増加、農家の所得向上や集落の課題解決につなげる
③交流人口・関係人口の増加、第２のふるさととして移住定住のきっかけにつなげる

山村活性化支援交付金事業 R７年度 9,754千円 ※２年目

対 象 地 域 ： 市 内 全 域

① フ ェ ノ ロ ジ ー カ レ ン ダ ー の 制 作 （ パ ン フ レ ッ ト 納 品 ） ⇒ ３ ， ５ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円

② 付 加 価 値 向 上 、 販 売 促 進 事 業 ⇒ ６ ， １ ７ ９ ， ０ ０ ０ 円

・ 商 品 開 発 、 コ ン ペ 実 施

・ イ ベ ン ト 等 出 展 、 販 路 拡 大

③ 事 務 費 ⇒ ２ ５ ， ０ ０ ０ 円

令和７年度 下呂市農泊事業概要

下 呂 市 生 産 文 化 圏 農 泊 推 進 協 議 会

下 呂 市 農 泊 D X 推 進 協 議 会

対 象 地 域 ： 下 呂 温 泉 街 周 辺 （ 東 上 田 、 湯 之 島 、 森 、 幸 田 、 小 川 、 少 ヶ 野 ） 、 竹 原

① 体 験 プ ロ グ ラ ム 開 発 ワ ー ク シ ョ ッ プ 事 業 ⇒ １ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円

② モ ニ タ ー ツ ア ー 実 施 事 業 ⇒ ２ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円

③ プ ロ モ ー シ ョ ン 費 ⇒ １ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円

④ 人 材 活 用 事 業 （ D X 専 門 家 ） ⇒ ６ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円

下 呂 市 生 産 文 化 圏 農 泊 推 進 協 議 会 地域資源活用価値創出事業 R７年度 11,453千円 ※1年目

対 象 地 域 ： 上 原 、 中 原 、 金 山

① 来 訪 者 分 析 調 査 （ イ ン バ ウ ン ド 、 若 年 層 旅 行 者 ） ⇒ １ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円

② 既 存 サ ー ビ ス の 改 善 講 習 、 モ ニ タ ー ツ ア ー の 実 施 ⇒ ３ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円

③ 人 材 活 用 事 業 （ イ ン バ ウ ン ド 、 リ ピ ー タ ー 化 ） ⇒ ６ ， ４ ５ ３ ， ０ ０ ０ 円

予算決算常任委員会
実施月日 令和７年９月22日
担当課 観光商工部 観光課
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「下呂温泉いでゆ朝市」修繕に係る下呂温泉観光協会補助金について 

１．概要と現状 

下呂温泉いでゆ朝市は、平成 12 年 7 月 31 日の開設以来 25 年にわたり、地域の特産品

販売を通じ、地元住民と観光客にとって重要な交流拠点として親しまれてきた。下呂温泉い

でゆ朝市組合により日々の維持管理が行われているが、開設以来、大規模な修繕は実施さ

れていない。 
 

２．修繕の必要性 

開設から長期間が経過し、施設の老朽化が著しい。特に、経年劣化による屋根の雨漏り

や床の損傷が深刻な状況であり、このまま放置すれば、来訪者および出店者の安全確保に

支障をきたす可能性がある。 
 

３．経緯と対応 

令和７年５月 22 日付で、下呂温泉いでゆ朝市組合から市長宛てに、施設の安全確保を求

める修繕要望書が提出された。これを受け現地調査を実施した結果、早急な対応が必要で

あると判断した。 
 

４．修繕内容 

    外壁、屋根及び床の張替え修繕。 
 

正面写真                  完成参考写真           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修繕箇所写真（建物裏側及び側面） 
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第３号様式その３（第４条関係）

岐 阜 県 観 光 振 興 事 業 費 補 助 金 　 経 費 積 算 書 （ 世 界 に 選 ば れ る 持 続 可 能 な 観 光 地 周 遊 化 実 現 事 業 ［ 岐 阜 未 来 遺 産 認 定 地 域 ］ ）

事 業 名 ：

（単位：千円）

う ち 対 象 経 費 う ち 対 象 外 経 費

国際認証取得 申請書作成・翻訳業務 委託料 600 1 事業 660 600 60

国際認証取得 認定式旅費 旅費 10 2 名 220 200 20

国内外プロモーション 飛騨小坂観光協会HP改修 委託料 5,000 1 事業 5,500 5,000 500

国内外プロモーション 商談会への参加 旅費 60 10 回 660 600 60 認定式の不足分が発生した場合は
こちらで充当。

国内外プロモーション OTA広告配信・インフルエンサーPR 委託料 4,700 1 事業 5,170 4,700 470

商品開発 特産品を活用した商品開発 委託料 3,000 1 事業 3,300 3,000 300

駐車場整備 濁河温泉・がんだて公園駐車場整備 工事請負費 15,000 1 事業 17,490 15,900 1,590

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

33,000 30,000 3,000

補 助 申 請 額 自 主 財 源 等

項 目 備 考

飛騨小坂サスティナブルツーリズム推進事業

単 位数 量単 価
金 額

（ 総 事 業 費 ）
費 目内 訳

※本経費積算書は、事業選定時の参考とするために作成いただくものとなります。補助事業が採択されても、本経費積算書に記載の全ての費用が認められる訳ではありません。
 採択後に、各費用の内訳が本事業の補助対象経費として問題が無いかについて精査します。
※取組内容が分かりやすくなるよう、内訳は具体的に記載してください。必要に応じて、備考欄に各内訳に対する説明等を記載してください。
※欄が足りない場合は追加しても構いません。

合 　 　 計

※金額は全て税抜きで記載してください。（補助申請額は自動で計算されます。）
※様式２及び様式４の記載事項との整合性が確認できるものとなるように作成してください。
※補助申請額の総額は30,000千円が上限となります。上限を超えて申請されている場合は、審査を行わずに不採択となりますのでご注意ください。
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団体バス助成金利用実績及び申請状況
令和６年度（実績） 令和７年度（７月末実施済状況）

件数
旅行
業者数

バス
台数

宿泊
人数

助成額
（千円）

件数
旅行
業者数

バス
台数

宿泊
人数

助成額
（千円）

近隣 19 18 23 544 690 近隣 27 24 38 1,098 755

遠方 13 11 16 434 800 遠方 7 7 7 148 335

募集 13 12 40 1,076 1,200 募集 6 5 15 369 430

合計 45 41 79 2,054 2,690 合計 40 36 60 1,615 1,520

令和６年度・令和７年度（７月末申請状況の比較）

R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7

8 41 8 34 9 75 211 2,409 270 1,895

7 17 6 14 7 18 162 447 350 865

2 13 2 9 12 54 301 2,009 360 1,900

17 71 16 57 28 147 674 4,865 980 4,660

コンベンション助成金利用実績及び申請状況
令和６年度（実績） 令和７年度（７月末実施済状況）

開催
件数

参加
人数

宿泊
人数

助成額
（千円）

開催
件数

参加
人数

宿泊
人数

助成額
（千円）

会議 11 867 785 560 会議 6 555 481 340

大会 24 7,010 4,482 3,070 大会 10 3,005 1,752 1,243

合宿 43 2,283 5,740 4,394 合宿 16 2,300 2,800 1,986

合計 78 10,160 11,007 8,024 合計 32 5,860 5,033 3,569

令和６年度・令和７年度（７月末申請状況の比較）

R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7

3 13 209 1,272 198 1,075 115 730

7 22 2,457 10,202 1,297 6,352 815 4,457

17 33 1,483 3,253 2,942 6,093 2,005 4,690

27 68 4,149 14,727 4,437 13,520 2,935 9,877

助成額（千円）

近隣

遠方

募集

合計

件数 旅行業者数 バス台数 宿泊人数

開催件数 参加人数 宿泊人数

合計

助成額（千円）

会議

大会

合宿
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【令和７年度普通交付税算定の特徴】

  ◎算定基礎となる「人口」は、令和２年国勢調査の人口（R７算定（確定値）：30,428人）

　①個別算定経費　208百万円　⇒ 職員の給与改定及び施設管理経費の増に伴う単位費用の増額及び補正係数の上振れによる増

　　（地域振興費（人口）77、消防費20、高齢者保健福祉費（65歳以上）18、林野水産行政費15、こども子育て費△23など）

　⑥公債費　13百万円 ⇒R6同意額に係る緊防債（3）、国土強靭化事業債及び緊自債（計7）の増等

　⑦包括算定経費　72百万円 ⇒ 会計年度任用職員の給与改定に伴う単位費用の増

　(ｴ) 基準財政収入額　49百万円　（市民税所得割31、地方消費税交付金35、森林環境譲与税16）

１　総　括　表

令和７年度 令和７年度 増 減 額 増減率
区　分 （交付額） （当初予算） Ａ－Ｂ C/B*100

（千円）　Ａ （千円）　Ｂ （千円）C （％）

個別算定経費
（②、③、④、⑤を除く）

  ① 8,636,304 8,427,445 208,859 2.5

基準財政 基準財政 地域の元気創造事業費  ② 105,390 111,856 △ 6,466 △ 5.8

人口減少等特別対策事業費  ③ 207,842 208,151 △ 309 △ 0.1

地域社会再生事業費 ④ 186,607 186,785 △ 178 △ 0.1

地域デジタル社会推進費 ⑤ 82,211 95,553 △ 13,342 △ 14.0

需 要 額 需 要 額 公　債　費 ⑥ 1,879,667 1,866,486 13,181 0.7

包括算定経費 ⑦ 1,317,439 1,244,721 72,718 5.8

錯誤措置額 ⑧ △ 3,708 0 △ 3,708     皆増

計①+②+③+④+⑤+⑥+⑦+⑧
 (錯誤措置後) （ｱ）

12,411,752 12,140,997 270,755 2.2

（ｲ）
0 30,203 △ 30,203     皆減

（ｳ）
12,411,752 12,110,794 300,958 2.5

基準財政
収 入 額 （ｴ）

4,440,175 4,390,745 49,430 1.1

（ｵ）
7,971,577 7,720,049 251,528 3.3

交付基準額（ｵ）＋臨時財政対策債（ｲ） （ｶ） 7,971,577 7,750,252 221,325 2.9

調整率　0.000525478 ↓調整のため普通交付税から臨財債に30,000千円振替え

（ｷ）
7,965,055 7,714,200 250,855 3.3

0 0 0

7,965,055 7,714,200 250,855 3.3

〔令和７年度当初予算計上額〕

 普通交付税

 臨時財政対策債

令和７年度　普通交付税算定調書 （当初予算との比較）

摘　　 要

 臨時財政対策債発行可能額
 （振替相当額）

 合計（臨財債振替後）　(ｱ)－(ｲ)

 基準財政収入額(錯誤措置後)

 交付基準額(臨財債振替後)  　　　   (ｳ)－(ｴ)

予算決算常任委員会資料

実施月日 ：令和７年９月２２日

担 当 課 ：まちづくり推進部財務課
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【令和７年度普通交付税算定の特徴】

　①個別算定経費 下水道費：地方債元利償還金の減による事業費補正の減

こども子育て費：公立保育所の加配対象職員数の減等による密度補正の減

消防費：給与改定及び物価高騰に伴う単位費用、経常態様補正の増

地域振興費（人口）：ガバメントクラウドシステム対応に係る密度補正の追加による増

　②地域の元気創造事業費 経常態容補正（経常的経費削減率を用いた係数）の算入率変更の影響による減

　⑤地域デジタル社会推進費 マイナンバーカード交付率による補正が令和６年度で終了したことによる減

　⑥公債費 災害復旧債、過疎対策事業債の増、合併特例債、臨時財政対策債の減

　⑦包括算定経費 会計年度任用職員の給与改定に伴う経費の増による単位費用の増

　(ｴ) 基準財政収入額 市町村民税所得割、固定資産税（償却資産）、地方消費税交付金、森林環境譲与税の増額

１　総　括　表

令和７年度 令和６年度 増 減 額 増減率
区　分 （交付額） （交付額） Ａ－Ｂ C/B*100

（千円）　Ａ （千円）　Ｂ （千円）C （％）

個別算定経費
（②、③、④、⑤を除く）

  ① 8,636,304 8,537,042 99,262 1.2

基準財政 基準財政 地域の元気創造事業費  ② 105,390 111,856 △ 6,466 △ 5.8

人口減少等特別対策事業費  ③ 207,842 208,151 △ 309 △ 0.1

地域社会再生事業費 ④ 186,607 186,785 △ 178 △ 0.1

地域デジタル社会推進費 ⑤ 82,211 95,553 △ 13,342 △ 14.0

需 要 額 需 要 額 公　債　費 ⑥ 1,879,667 1,985,497 △ 105,830 △ 5.3

包括算定経費 ⑦ 1,317,439 1,244,721 72,718 5.8

錯誤措置額 ⑧ △ 3,708 0 △ 3,708     皆増

計①+②+③+④+⑤+⑥+⑦+⑧
 (錯誤措置後) （ｱ）

12,411,752 12,369,605 42,147 0.3

（ｲ）
0 31,245 △ 31,245     皆減

（ｳ）
12,411,752 12,338,360 73,392 0.6

基準財政
収 入 額 （ｴ）

4,440,175 4,352,213 87,962 2.0

（ｵ）
7,971,577 7,986,147 △ 14,570 △ 0.2

交付基準額（ｵ）＋臨時財政対策債（ｲ） （ｶ） 7,971,577 8,017,392 △ 45,815 △ 0.6

↓R7年度交付決定額 ↓R6年度交付額（調整率0.000689246）

（ｹ）
7,965,055 7,977,643 △ 12,588 △ 0.2

0 31,245 △ 31,245     皆減

7,965,055 8,008,888 △ 43,833 △ 0.5

※ 交付決定時点の年度間比較のため、令和６年度に実施された追加交付分は省いています。

　（令和６年度追加交付：臨時経済対策費 56,301千円、給与改定費 83,433千円、臨時財政対策債償還基金費 79,057千円）

令和７年度　普通交付税算定調書 （令和６年度交付額との比較）

 普通交付税

 臨時財政対策債

摘　　 要

 臨時財政対策債発行可能額
 （振替相当額）

 合計（臨財債振替後）　(ｱ)－(ｲ)

 基準財政収入額(錯誤措置後)

 交付基準額(臨財債振替後)  　　　   (ｳ)－(ｴ)
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